



































高裁平成年３月日判決 (以下, 平成年３月判決とする), 最高裁
平成年７月７･８日判決 (以下, 平成年７月判決とする) 及び最高
裁平成年６月日判決 (以下, 平成年判決とする) は譲渡型に, 最
高裁平成年９月日判決 (以下, 平成年９月判決) は切替え型に属







過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷 (二・完) (濱) ()




() 小野・前掲注 () 頁参照｡
を有するとしても, 過払金返還債務それ自体の承継も, ＡとＸとの契約
上の地位のＹへの移転も否定した｡ なお, 最高裁判決と原審の判断にお






















禦, 解決または履行する｡ 売主は, かかる請求に関して買主からの補償ま








する期間に関するものに限る｡) を承継する旨｣ を定める｡ 第１･４条 ()
は以下の通りである｡ ｢買主は第９･６条 () に反しないで, 譲渡対象資
産に含まれる貸付債権の発生原因たる金銭消費貸借契約上の売主の義務ま
たは債務 (支払利息の返還請求権を含む｡) を承継しない｣ 旨を定める｡
たと解することは出来ないと結論付けた｡


























拠は様々であった｡ 事業譲渡においても, 事業譲渡の成立時点で, 譲渡
会社が清算段階にある場合には譲渡会社に対する過払金返還請求権が事
実上無意味となるため借主にとって過酷な状態が生ずることから, 比較
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷 (二・完) (濱) ()





































































過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷 (二・完) (濱) ()
() 江頭憲治郎編・北村雅史 『会社法コメンタール ()』 (商事法務, 	
年) 頁参照｡
() 北村・前掲注 () 	頁参照｡
() 今尾・前掲注 () 
頁参照｡
() 中田・前掲注 () 


































号		頁参照, 中田・前掲注 () 		頁参照, 野
澤・前掲注 () 頁参照｡
() 野澤・前掲注 () 頁参照｡
このように平成年３月判決につき, そのような不承継の合意が存在
しない場合には平成年３月判決の射程が及ぶ余地はないとの評価が見



























過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷 (二・完) (濱) ()
() 今尾・前掲注 () 	頁参照｡

































() 瀧・前掲注 () 

頁以下参照｡
() 野澤・前掲注 () 	頁参照, 渡辺・前掲注 () 頁以下参照｡






















過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷 (二・完) (濱) ()
() なお, 平成年３月判決では貸金業者の再編を目的として, 譲渡会社

























結し, 本件切替え契約を締結した｡ Ｘは, グループ再編による切替えに
承諾する旨や紛争時の窓口がＹになることについて記載されている本件
申込書に署名し, Ｙに差し入れた｡ その上で, ＹはＸに本件取引１に係
る残債務相当額の貸付けを行い, ＸはＹに対して弁済を行った (本件取




































過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷 (二・完) (濱) ()




























































た｡ まず, ＹからＸに対して切替え契約の勧誘が行われた点である｡ Ｙ
による切替え契約の勧誘があってはじめて, Ｘに表示された意思の解釈





























































































るのか｡ 切替え型では, Ｙが勧誘において意思を表示し, その表示され
た意思内容, すなわち債務引受が含まれていることを前提としてＸはＹ
に対して申込書に署名して差入れている｡ 譲渡型ではもっぱらＡＹの意






















する債務引受の成立を認めた｡ 下級審の裁判例 (前掲Ⅱ) で紹介したよ


































































過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷 (二・完) (濱) ()
() 大判大６年月１日民録輯頁など｡ 併存的債務引受を第三者のた
めにする契約の性質を持つとする学説が通説とされている (我妻栄 『新訂






















約によって, 債務の引受の合意は失効した｡ その点においては, 平成
年３月判決と平成年判決は, 債務の引受けの合意の存在しない事例と
理解することができる｡ ただし, 平成年３月判決は, 不承継の明確な
合意がある事例である｡ そのため, 平成年３月判決を理解するにあた






















































































題においては, 債権者である借主 (＝顧客) の承諾あるいは意思表示は
必須の要件なのだろうか｡ 併存的債務引受が成立することで, 原債務者
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷 (二・完) (濱) ()
() 利益を受ける債権者の意思表示といえるレベルのものまで常に必要かど



























































性の考察を必須の作業と考えている｡ 特に, 平成年９月判決では, 併
存的債務引受を第三者のためにする契約と性質決定しており, この債務





思表示 (追認) が効力発生要件であると考えられているため, いずれの
債務引受の類型でも債権者の意思表示を要することになる｡ このような
債務引受に第三者のための契約として性質決定したとなると, 債権者の
受益の意思表示とはいかなる意味を持つのかが解明を要する重要な点で
あり債務引受において債権者の関与の要否及び関与の程度もしくはあり
方をあらためて考えなければならない｡
また, 債権者保護の視点からではあるが債務引受の合意がなくても,
過払金返還債務の承継が認められるか否かが最高裁判例を概観したもの
のなおも未解決の状態である｡ したがって, 債務引受の要件面の整備も
行いつつ, 望ましい解決とは何かにつきさらに考察を深めることも重要
な課題であると認識しているため, こちらも稿を改めて取り組むことと
する｡
なお, 本稿は中京大学特定研究助成による成果の一部である｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
